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社長インタビュー

第23期を振り返って
いかがでしょうか？

第23期の実績は、売上高が99億49百万円、営業利益は
9億77百万円と、計画値の売上高100億円/営業利益10億円
に若干届かなかったものの概ね計画通りの結果を残すことが
できました。営業利益率についても9.8％と、目標としてい
た10％には届かなかったものの、前期の9.1％から改善しま
した。第23期は中期3ヵ年計画の最終年度にあたるわけです
が、初年度・2年目と計画値を超過達成してきただけに、最
終年度に僅かながらも未達となったことには悔しい思いは多
少ありますが、堂々と胸を張れる結果を残せたと思っていま
す。また、これまで配当については見送らせて頂いておりま
したが、中期計画での公約をほぼ達成できましたので、株主
の皆様のご支援に感謝すると共に、ご期待にお応えすべく上
場後初の配当を実施することを決めました。

先ほど触れられた中期計画の
達成状況についてお聞かせ下さい。

中期計画では、規模を拡大しつつ効率の改善を進めるこ
とで、利益を急ピッチで増やすと言う難しいテーマに取り組
んできたわけですが、この3年間毎期20％以上の増収を達成
した結果、売上高は中期計画前の約1.8倍に拡大しました。
事業効率においても、当社が経営指標として重視する売上高
営業利益率は中期計画前の5.6％から9.8％に大きく改善し
ました。この結果、営業利益の絶対額は中期計画前の3倍以
上、当期純利益においては5倍以上に拡大しました。一方、
定性面では、より規模の大きい、お客様にとって重要性の高
いプロジェクトが増えました。その分責任が重く、リスクも
大きくなる訳ですが、お客様から当社に対する期待が大きく
なってきた証だと思っています。また、事業収益の中身につ
いても、ストック型の事業収益が拡大し、より安定的に収益
を稼ぐことができるようになってきました。具体的には、売
上高に占める保守サービスの比率が、中期計画前では19.0％
でしたが、第23期では21.3％に増加しました。また当社で
は2年連続で受注高が3,000万円以上の取引先を“継続取引
先”と定義していますが、この数が中期計画前では22社だ
ったのが、第23期では45社と2倍以上に増加しました。

セグメント別の状況も
お聞かせ下さい。

中期計画の達成状況をセグメント別に見ますと、プロダク
ト・インテグレーション事業の売上高は中期計画前に対し
100.1％の増加、カスタムメイド・ソリューション事業では
49.0％の増加、パッケージ・ソリューション事業では80.2％
の増加と、当初の期待値に対する達成度に若干の凹凸はある
ものの、全ての事業セグメントにおいて高い成長を実現する
ことができました。3事業が相関関係を保ちながら成長する
と言うのが当社の事業モデルの特長の一つですが、中期計画
の3年間で事業間の相乗効果がより促進され、結果として3事
業がバランス良く理想的な形で成長することができたと思い
ます。
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中長期的な成長と短期的な安定性の両方を同時に達成する
ことができたと考えております。当社では、第24期（2007
年4月1日から2008年3月31日まで）から始まる新たな3ヵ
年を対象として、新中期経営計画「TMX Way 2010」を策
定しました。この「TMX Way 2010」の詳細につきまして
は後述させて頂きますが、当該中期経営計画においても、
20％を超える成長を持続し、規模の拡大を通して、会社と
しても、従業員個人としても、ワンランク上のチャレンジ
をして行くことを目標としています。しかし、成長の中に
おいても、決して顧客に提供する商品やサービスの品質を
犠牲にするようなことがあってはいけないのは当然です。
当社の成長の背景には、当社の手掛けるシステムが年々大
型化しているという事実があり、経営や売上に直結するよ
うな、高い品質と安定性が求められるノンストップでミッ
ション・クリティカルなシステムの構築案件の受注が増加
しています。当社の果たすべき責任が益々重くなってきて
いる中、そのような重責に応えるため、引き続き組織内で
の知識やノウハウの共有・伝承や、品質向上のための取り
組みを続け、「カイゼン」活動の手綱を緩めることのないよ
う努力してまいります。当社は、顧客より信頼されるソリ
ューション・プロバイダーを目指して、「TMXWay 2010」
に挑みます。

当社は、これからも企業価値の向上を通じて、株主の皆
様への貢献を目指します。今後とも株主の皆様にはより一
層のご支援とご指導を賜りますようお願い申し上げます。

2007年6月

株主の皆様へ
株主の皆様におかれましては、日々益々ご清祥のことと

お慶び申し上げます。

さて、第23期（2006年4月1日から2007年3月31日まで）
が終了致しましたので、当報告書にて、営業成績、概況、
成果などをご報告させて頂きます。詳しくは後のページに
譲ると致しまして、私からは第23期を通して実践した活動
方針や、今後の当社の課題について触れたいと思います。

当社は、第21期（2004年4月1日から2005年3月31日ま
で）よりの3ヵ年を中期経営計画に基づき事業運営してまい
りました。第23期は、当該中期経営計画の最終事業年度と
なり、売上高100億円、営業利益10億円、売上高営業利益
率10％の「1つの100と、2つの10」を数値目標として、そ
の達成に向け日々努力をしてまいりました。第21期、第22
期は全ての指標において目標を達成することができ、第23
期においては、目標に対してごく僅かではありますが未達
に終わりましたが、経常利益においては、目標の10億円を
超える実績を残すことができました。株主の皆様の信頼に
応えられる企業であるためには、まずは業績目標を達成す
ること、そして、上場企業として恥ずかしくない仕事をす
ることが重要であると考えておりましたので、この中期経
営計画で達成した数値、内容、成長については、株主の皆
様にもまずまずのご評価が頂ける結果ではなかったかと自
負しております。現場での生産性向上・品質向上に向けた
カイゼン活動の積上げ、効率的な事業モデルの追求、全員
参加型経営の実践により、全従業員が一丸となって中期経
営計画の達成に向けて邁進してきたことが、高い成長に繋
がったと思います。結果として、売上高99億49百万円（前
期比22.5％増）、営業利益9億77百万円（前期比31.2％増）、
経常利益10億03百万円（前期比38.5％増）、当期純利益5億
57百万円（前期比70.7％増）という実績を上げることがで
きました。成約高（受注高）については大台の100億円を突
破することができ、106億68百万円と前年比26.0％の成長
を遂げました。

「プロダクト・インテグレーション」、「カスタムメイド・
ソリューション」、「パッケージ・ソリューション」の3事業
をバランス良く成長させるポートフォリオ戦略が奏功し、 代表取締役社長 由 利　孝
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社長インタビュー

このような結果を残すことができた
要因についてお聞かせ下さい。

この3年は、ちょうど国内の景気回復と重なり、当社の業
績もそれに後押しされたことも一つの要因と言えるかと思い
ますが、一方で当社が属する業界においては勝ち組と負け組
の二極化が進み、必ずしも景気拡大の恩恵を享受できていな
い企業が多数存在していることも確かです。当社の戦略は、
ニッチであっても高い成長が見込まれる事業領域を見極める
こと、技術的なハードルが高かったり当社の技術的な特長が
出せる領域に特化することで、高い付加価値をお客様に認め
て頂くことを基本戦略として、規模や知名度で上回る競合企
業に対して差別化を図ってまいりました。営業戦略において
は、当社とタッグを組むことによってお互いにメリットを見
出せるパートナー企業とのアライアンスを広げることによっ
て、より効率的に、かつより多くの営業機会を確保すること
ができています。このような戦略に基づく地道な活動の積み
重ねが結果に結びついているのだと思います。

新中期経営計画
「TMX Way 2010」について
お聞かせ下さい。

当社はこのたび第24期を初年度とする新中期3ヵ年経営計
画「TMX Way 2010」を策定しました。前中期計画では、
平均売上高成長率は22.1％、金額ベースでは44.8億円の増
加となりましたが、新中期計画においても売上高成長率
20％を継続することを目標としており、最終年度となる第
26期、つまり2010年3月期においては180億円を目指した
いと思います。私の持論としては、当社の業態で20％レベ
ルの成長は、M&A等に依らない自力成長の限界だと思って

いますが、新中期計画においても
限界レベルの成長にチャレンジし
たいと思います。当然、同じ20％
成長と言っても、実額ベースの増
加額はより大きくなるわけで、高
いハードルだと認識していますが、
我々に備わった“成長する”、“目
標を達成する”と言うDNAの力を
信じていますので、新中期計画に
ついても必ず目標を成し遂げられ

ると思っています。一方売上高営業利益率も漸次改善を行い、
最終年度の第26期では11.0％を目指したいと思います。
この計画を達成するために、先ほど触れたストック型ビ

ジネスを更に強化するつもりです。既に収益源として成長し
た保守サービスに加え、これまであまり積極的に取り組んで
こなかった運用サービスやアウトソーシングサービスについ
てもチャレンジして行きたいと思います。また前中期計画で
確立した３事業のバランス型成長を継続して行きます。更に
は、それぞれの事業の中で、前中期計画で収益の牽引役とな
った「中核事業」、新中期計画で追加的な牽引役と期待され
る「成長事業」、新中期計画以降の将来の成長を担う「新規
事業」というミッションポートフォリオを導入し、それぞれ
の成長ステージに応じた戦略を実行していきます。これらは
新中期計画の3年間のみならず、将来に亘って持続的な成長
を実現するための取組みだと考えています。

M&Aの検討は
されているのでしょうか？

新中期計画は、基本的にはM&A等の可能性を全く加味し
ない、あくまで自力成長を前提としています。一方で、当社
は2年前の上場の際に公募増資を行ったこともあり、この3
月末時点で20億円近い現預金が積み上がっています。この
資金を有効活用することで、成長スピードを更に加速させた
いと思っています。M&Aは相手があることですので、可能
性のレベルについては申し上げ難いのですが、実現に向けて
私自身も積極的に動きたいと思います。

当期の国内経済は持続的な景気回復が続いており、

その中でも特に企業部門の収益改善は著しく、潤沢な

キャッシュ・フローを背景に設備投資は堅調に拡大を

続けています。一方で、長引くデフレ局面において、

企業はリストラと併せ、設備投資を含む費用効率の見

直しをしてきたため、発注の際に入札制度を採用する

など、ベンダー間の競争を促す取り組みがなされまし

た。その後、設備投資額全体が拡大している中でも、

企業では個別の発注においてはコスト管理を徹底して

おり、また官公庁等の公共セクターにおいても一般競

争入札の採用が厳格化されるなど、ITベンダー、シス

テムインテグレーターにとっては厳しい競合環境とな

っています。そのため、利益率の低いコモディティ化

した製品を扱うITベンダーや、大手の下請けに甘んじ

るシステムインテグレーターでは業績が悪化する一方、

差別化できる製品や付加価値の高いソリューションを

提供するシステムインテグレーターでは収益の改善が

進むなど、勝ち組・負け組の二極化がより鮮明になっ

てきています。

当社は、このような業界構造の変化に対応し、①IT

投資活力の高い市場セグメント及び勝ち組事業者の見

極め、②短納期、中小規模プロジェクトに対応した機

動的プロジェクト推進体制の組成、③コスト削減に見

合う効率的なシステム構築技法の確立、④顧客要望を

迅速に満たす総合的なソリューション提供能力の発揮、

⑤ベストプラクティスと技術力の蓄積による自己付加

価値の向上というこれまでの取り組み方針を堅持し、

更なる成長を目指しております。

各事業セグメント共に、当社の強みを発揮できる商

談の勝ちパターンが確立し、その横展開が奏功してい

ます。ソリューション、インテグレーション案件も増

加し、より付加価値の高い事業への取り組みもなされ

てきました。一昨年2月のジャスダック上場以降、大型

案件の受注も増加しています。また、潜在顧客の発掘

と商談への参戦率向上を意図する補完的ソリューショ

ンを持ったパートナーとのアライアンスも進捗しまし

た。継続取引先に対するクロスセル、アップセルの意

識も高まり、事業セグメント間での横断的なビジネス

の連携も進捗しました。

この結果、当期の売上高は99億49百万円と前期比18

億26百万円（22.5％）増加、営業利益は9億77百万円

と前期比2億32百万円（31.2％）の増加となり、売上

高営業利益率は前期の9.1%から9.8%に改善しました。

経常利益は10億03百万円と前期比2億78百万円

（38.5％）の増加、当期純利益は5億57百万円と前期比

2億30百万円（70.7％）の増加となり、大幅な増収増

益を達成し、前期に続き過去最高益を更新することが

できました。また、当期における成約（受注）高は初

めて100億円を突破し、106億68百万円と前期比21億

98百万円（26.0%）の大幅な増加となりました。なお、

当期末での成約（受注）残は25億8百万円と前期比7億

19百万円の増加となっております。

営業の概況
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セグメント別営業概況

■プロダクト・インテグレーション事業
IPネットワーク・インフラストラクチャ分野では、サーバや回線の負荷分散を行う負荷分

散装置の販売が引続き好調に推移しました。前期に牽引役となったネット証券向けはスロー
ダウンしましたが、特定の業種に留まらず広く導入が進みました。また、過去に導入された
システムの買い替え需要も取り込むことができました。クラスター・ストレージ製品の販売
も、大型案件を受注するなど、導入実績が拡大しました。
セキュリティ・ソリューション分野では、主力の個人認証システムの販売は堅調に推移し

ました。また、不正侵入防御システムや、ウィルス対策、スパム対策などインターネットと
繋がる企業の入り口に設置するゲイトウェイ型セキュリティ・アプライアンスの販売は大き
く躍進し、この分野における大きな柱に成長しました。これらに加え、当期の後半から日本
版SOX法対策ソリューションとして取り組みを開始した内部情報漏洩対策ソリューションの
販売も立ち上がり始めました。
ソフトウェア品質保証分野では、車載コンピュータやコンピュータ周辺機器などの組み込

みソフトウェア開発プロジェクトでテストツールの需要が前期に引続き拡大しました。また、
当期よりテストツールの販売に加え、ツールの導入・運用支援のサービス事業の取り組みを
開始しました。

■カスタムメイド・ソリューション事業
カスタマー・ソリューション分野では、当社筆頭株主である楽天株式会社、リスクモンス

ター株式会社といった継続取引先とのビジネスが順調に拡大しました。
金融ソリューション分野では、市場リスク、信用リスク等、リスク管理のパッケージ製品

の販売が拡大し、地銀向けの販売も活発化しました。

■パッケージ・ソリューション事業
医療ソリューション分野では、電子カルテやモダリティ（医療診断装置）など補完的事業

者とのアライアンスの進展により販売が拡大しました。また、病院向けに加え、健診分野で
の受注も拡大しました。
CRM分野は、テレマーケティング会社との協業スキームの進展により販売が拡大しまし

た。製造業、金融、製薬などの幅広い業界での新規受注に加え、既存顧客からの追加受注も
拡大しました。

業績ハイライト

セグメント別売上高�
（単位：百万円）�

第23期�
2007年3月�

第22期�
2006年3月�

8,122

4,436�
（54.6%）�

1,739�1,739�
（（21.4%21.4%））��

1,946�1,946�
（（24.0%24.0%））��
1,946�
（24.0%）�

1,739�
（21.4%）�

4,436�
（54.6%）�

9,949

5,447�
（54.7%）�

2,156�2,156�
（（21.7%21.7%））��

2,345�2,345�
（（23.6%23.6%））��
2,345�
（23.6%）�

2,156�
（21.7%）�

5,447�
（54.7%）�

■  売上高（単位：千円）�

第21期�
2005年3月�

第22期�
2006年3月�

第23期�
2007年3月�

第20期�
2004年3月�
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6,000,000
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■  経常利益（単位：千円）�
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■  総資産額・■  純資産額（単位：千円）�
8,000,000

6,000,000
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■  当期純利益（単位：千円）�
600,000

500,000

400,000

300,000
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9,949,123

1,003,745

557,130

1,581,8021,581,802 1,690,5001,690,500

2,962,4192,962,419

●  1株当たり純資産（単位：円）�

●  1株当たり当期純利益（単位：円）�

第22期�
2006年3月�

第23期�
2007年3月�

1,581,802 1,690,500

2,962,419

6,037,111

3,294,4993,294,4993,294,499

7,607,298
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※2004年8月16日付けで、普通株式1株につき8株の株式分割及び2005年5月20日付けで、普通株式1株につき2株の株式
分割をそれぞれ行っております。これに従い、第20期以前の指標についても遡及修正した数値にて表示しております。�
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導入事例（CRM） 導入事例（医療ソリューション）

スズキ株式会社様

スズキ株式会社様のコンタクトセンターシステム再構築にあたり、当社はパートナーの沖電

気工業株式会社様と共同受注しました。新システムは、沖電気工業様の「CTstage」と当社の

「FastHelp」が連携したIPコンタクトセンターシステムであり、今後の分散拠点への展開や増

席を可能にする拡張性のみならず、電話だけでなくFAXやホームページからの問合せを一元管

理するマルチチャンネル化を実現しました。これによりオペレーター業務の効率化とともに、

一貫性のあるきめ細かな顧客対応が可能となりました。

JA静岡厚生連　遠州病院様

静岡厚生連グループの中核病院である遠州病院様は、この4月2日に浜松駅前の再開発エリア

に建設した新病院に移転し、当社が納入した画像システムが稼動しました。新病院のシステム

は電子カルテだけではなく、同施設内に設けられた健診センターの健診システムとも連携する

本格的なフィルムレスのシステムとなっています。
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トピックス

ISMSの認証を取得しました

当社は、2006年11月29日にISMS（情報セキュリティマネジ
メントシステム）の第3者認証基準である国際規格「ISO/IEC
27001:2005」及び国内規格「JIS Q 27001:2006」を取得いた
しました。
ISMS（Information Security Management System）とは、

近年多発している個人情報の漏洩や、コンピューターウィルス、
不正アクセス等から会社が保護すべき資産を守るために、情報
セキュリティ対策を実施・管理・改善するなど、会社・組織と
して継続的に運用を行う管理システムです。

当社では自社の資産だけでなくお客
様の情報も取り扱っているため、自社
の情報セキュリティポリシーに基づい
た厳重な管理・運用を行ってまいりま
した。この度の認証取得により、それが高度なレベルで実施さ
れていることが評価されたものと考えております。
今後もお客様に信頼されるプロフェッショナルで在り続ける

ために、情報セキュリティの強化に努めてまいります。
（認証証明書番号：01748-2006-AIS-KOB-JIPDEC）

「FastHelp」発売10周年記念の
プライベートイベントを開催しました

自社パッケージ製品であるコンタクトセンターシステム
「FastHelp」は昨年10周年を迎え、2006年12月1日に六本木ヒ
ルズにてプライベートセミナー「FastHelp 10th Anniversary」

を開催し、既存ユーザー様や導入をご検討されておられる企
業・法人様など、450名以上のご参加を頂きました。
1996年にシングルチャネル対応の初代コンタクトセンターシ

ステム「FastHelp」を発売してから、E-mail自動処理システム
「CRMail」、マルチチャネル対応「FastHelp2」を経て、2003年
12月に現在の「FastHelp3」へと進化してまいりました。
この間、「消費者の生の声が聞きたい」という企業様のご要

望に耳を傾け、常にお客様の立場に立って製品の改良やサポー
トを行うことにより、450社以上の企業・法人様にご採用頂く
ことができました。
今後更に多くのユーザー様にお使い頂けるよう努力してまい

ります。

P-Pointer & CWATの販売を開始しました

個人情報検索ソフト「P-Pointer」と、クライアントログ管
理・操作制御製品「インテリジェントウェイブ　CWAT」の販
売を開始しました。
「P-Pointer」は社内に散在する個人情報や機密情報などの情
報資産を含んだファイルを検索する個人情報ファイル検索ソフ
トです。
「CWAT」は、企業内ネットワークと端末操作の両方を集中

監視、制御するための製品です。
「P-Pointer」、「CWAT」共に、PCの紛失・盗難やWinnyのよ
うなファイル交換ソフトなどを発端とする情報漏洩事件を未然
に防ぐために有効なソリューションであり、今後新会社法や日
本版SOX法による内部統制対策のニーズが高まることから、需
要の拡大を期待しております。

導入事例（IPネットワークインフラ） Top i c sTop i c s

株式会社大塚商会様

文具やOA機器などを購入できるオンラインサービス「たのめーる」を筆頭に、法人向けオン

ラインサービスなども手がける株式会社大塚商会様が、1日約100万PVにも上るネットワーク

対策のため、「BIG-IP V9」を導入し、 2006年1月に本格稼動いたしました。長年「BIG-IP」

を利用され、その間一度も大きなトラブルが起きなかったことが、今回のリプレースに繋がり

ました。今回の「BIG-IP V9」はセキュリティ対策のために、多数のセキュリティ製品を配置

する必要がなく、導入・運用の手間を抑えながらセキュリティを高めることができるなど、サ

イトの信頼性に貢献しております。

認証範囲：東京本社



第23期
2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

第22期
2005年4月 1日から
2006年3月31日まで

第21期
2004年4月 1日から
2005年3月31日まで

第23期
2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

第22期
2005年4月 1日から
2006年3月31日まで

第21期
2004年4月 1日から
2005年3月31日まで

第22期
2006年3月31日現在

第23期
2007年3月31日現在

第21期
2005年3月31日現在

第22期
2006年3月31日現在

第23期
2007年3月31日現在

第21期
2005年3月31日現在

11 12

科　　目

（単位：千円）

科　　目

財務諸表

（単位：千円）

（単位：千円）■キャッシュ・フロー計算書（要約）

科　　目

■貸借対照表（要約） ■損益計算書（要約）

売上高 6,596,516 8,122,703 9,949,123

売上原価 4,396,917 5,488,226 6,772,892

販売費及び一般管理費 1,641,971 1,889,795 2,198,933

営業利益 557,628 744,680 977,297

営業外収益 3,397 5,127 30,789

営業外費用 70,644 24,875 4,342

経常利益 490,381 724,932 1,003,745

特別利益 ━ ━ 1,979

特別損失 8,485 142,323 28,927

税引前当期純利益 481,896 582,609 976,797

法人税、住民税及び事業税 239,871 264,294 436,243

法人税等調整額 37,236 8,021 16,576

当期純利益 279,260 326,336 557,130

前期繰越利益 46,838 326,098 ━

当期未処分利益 326,098 652,435 ━

営業活動によるキャッシュ・フロー 471,617 619,441 414,412

投資活動によるキャッシュ・フロー △112,813 △264,081 △404,290

財務活動によるキャッシュ・フロー 579,230 － 61,600

現金及び現金同等物の増加額 938,033 355,359 71,721

現金及び現金同等物の期首残高 582,114 1,520,147 1,875,507

現金及び現金同等物の期末残高 1,520,147 1,875,507 1,947,229

（資産の部）
流動資産 4,145,275 4,947,309 6,222,725
現金及び預金 1,520,147 1,875,507 1,997,800
受取手形 76,706 147,034 34,627
売掛金 1,999,561 2,070,608 3,039,059
たな卸資産 156,414 193,154 273,778
その他 392,442 661,003 877,456

固定資産 899,814 1,089,802 1,384,572
有形固定資産 133,011 150,893 185,460
無形固定資産 320,341 328,950 412,498
投資その他の資産 446,461 609,957 786,613

資産合計 5,045,089 6,037,111 7,607,298

科　　目

（負債の部）
流動負債 1,863,500 2,491,697 3,444,510
買掛金 748,801 877,879 1,235,586
短期借入金 ― ― ―
その他 1,114,694 1,613,814 2,208,920

固定負債 219,170 250,914 280,148
負債合計 2,082,670 2,742,612 3,724,659
（資本の部）
資本金 1,263,800 1,263,800 ━
資本剰余金 1,371,030 1,371,030 ━
利益剰余金 329,303 655,639 ━
その他有価証券評価差額金 △1,714 4,030 ━
資本合計 2,962,419 3,294,499 ━
負債及び資本合計 5,045,089 6,037,111 ━
（純資産の部）
株主資本
資本金 ― ― 1,294,600
資本剰余金 ― ― 1,401,830
利益剰余金 ― ― 1,212,770

株主資本合計 ━ ━ 3,909,200
評価・換算差額等 ━ ━ △28,738
新株予約権 ━ ━ 2,176
純資産合計 ━ ━ 3,882,638
負債純資産合計 ━ ━ 7,607,298

2006年3月31日残高�

資本金�
資本準備金�

資本剰余金�

利益準備金�

利益剰余金�

利益剰余金合計�
株主資本合計�その他利益剰余金�

繰越利益剰余金�

株主資本� 評価・換算差額等�

その他有価証券�
評価差額金�

純資産合計�新株予約権�

事業年度中の変動額�

　株主資本以外の項目の �
　事業年度中の変動額（純額）�

　新株の発行�

　当期純利益�

事業年度中の変動額合計�

2007年3月31日残高�

1,263,800

30,800

30,800

1,294,600

1,371,030

30,800

30,800

1,401,830

3,204

―�

3,204

652,435

557,130

557,130

1,209,565

655,639

557,130

557,130

1,212,770

3,290,469

61,600

557,130

618,730

3,909,200

4,030

△32,768

△32,768

　△28,738

―�

2,176

2,176

2,176

3,294,499

△30,591―�

61,600

557,130

588,138

3,882,638

■株主資本等変動計算書（2006年4月1日から2007年3月31日まで） （単位：千円）
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会社の概要（2007年3月31日現在） 株式情報（2007年3月31日現在）

●商号 テクマトリックス株式会社
（英語名　TechMatrix Corporation）

●設立 1984年8月30日

●上場 2005年2月18日

●資本金 12億9,460万円

●従業員数 355名（うち107名は協力会社社員）

●本社所在地 〒108-8588
東京都港区高輪4丁目10番8号　京急第7ビル
TEL：03(5792)8600（代表）
FAX：03(5792)8700

●国内営業所 大阪営業所
〒541-0054
大阪市中央区南本町2丁目6番12号
サンマリオンNBFタワー
TEL：06(6243)3801（代表）
FAX：06(6243)3803

九州営業所
〒812-0011
福岡市博多区博多駅前1丁目5番地1号
カーニ－プレイス博多ビル
TEL：092(475)8051（代表）
FAX：092(475)8052

●役員（2007年6月22日現在）

代表取締役社長 由利　　孝

取締役 執行役員 依田　佳久

取締役 執行役員 大城　　東

取締役 杉原　章郎

取締役 西村　順介

上席執行役員 中島　裕生

執行役員 大須賀　浩

執行役員 小宮　　修

常勤監査役 西川　眞司

監査役 高山　　健

監査役 和田　尚史

株主名 持株数 議決権比率
株 ％

楽天株式会社 19,200 31.06 
日商エレクトロニクス株式会社 18,473 29.88 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,994 8.07 
アイ・ティー・エックス株式会社 2,877 4.65 
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 1,516 2.45 
資産管理サービス信託銀行株式会社（年金特金口） 1,497 2.42 
指定単受託者三井アセット信託銀行株式会社１口
（常任代理人日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社） 1,450 2.34 

テクマトリックス従業員持株会 1,117 1.80 
リスクモンスター株式会社 700 1.13 
TIS株式会社 611 0.98 

●発行可能株式総数 207,360株
●発行済株式総数 61,810株
●株主数 1,948名
●大株主 ( 上位10名 )

株式お手続きのご案内

●株式分布状況

株券不発行制度とは
株券が廃止され、現在の証券保管振替制度（ほふり）を発展させた新

しい振替制度に一斉移行されます。
これにより現在発行されている株券は無効となりますが、株主として

の権利は従来と同様に確保されます。
ただし、現在お手元に株券をお持ちの場合は、株主の権利を確保して

おく必要があります。

新制度移行時の留意点
株式の保有形態により、次のとおり異なります。

■（ほふり）を利用されている場合…

（ほふり）に預託されている株式は、一斉移行時にそのまま新しい振替
制度に移行されます。そのため、特にお手続きの必要はありません。

■ご自分名義の株券をお手元に保管されている場合…

株主の権利は確保されますが、新制度移行後は、そのままでは売却で
きません。証券会社等の「振替口座」に移管する必要があります。

■ご自分以外の名義の株券をお手元に保管されている場合…

株主としての権利を失うおそれがあります。新制度移行前に、名義書
換をされるか、（ほふり）に預託してください。

2004年6月9日に「株券不発行制度」に関する法律※1

が公布され、上場会社の株式にかかわる株券は、2009
年6月までに一斉に廃止※2されます。

（注）今後、政省令等により、取扱が変更となる可能性もございますのでご了承ください。
※1 「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」
※2 公布日（2004年）から起算して5年以内に施行
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